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【内容要旨】 

欧米先進国の議論にもあるように、ロボット化の進展が雇用機会の縮小をもたらすとい

う危機感は、我が国の場合も産業・企業の現場レベルではまだ希薄であると思われる。その

背景には、全体的な労働力不足基調に我が国経済が置かれていることと同時に、ロボット導

入に伴う投資コストの高さによって、まだその動きを本格化させていないこともある。 

その一方、ICTの利活用は既に経済活動に限らず国民生活の全般に普及し、共通のインフ

ラとなった感がある。AIなど新技術についても、ビジネス面での応用が徐々に進んでいる。

例えばビッグデータを迅速かつ正確に処理する能力は人が行う処理能力を超えるなど、経

営管理手法やそれに伴う業務手順の簡素合理化はもちろん、場合によってはヒトに代替し

て自律的に業務を遂行していくことも可能になっている。 

重要な点は、こうした新技術の導入が労働力不足に対する補填手段という側面や、危険な

作業や心身の負担が大きい作業などを代替するという側面で評価されてきたことである。

介護産業を含めて対人サービスを主軸とする業界では、むしろこうしたプラス面の効果が

強く表れてきている。しかし、金融関係の産業に見られるように、とりわけ事務作業の簡素

合理化が要員の縮小・削減や機械による代替といった「仕事」の変化と、これに伴う職種転

換や技能・スキルの再教育など「働き方」の変化をもたらしてきていることも事実であり、

こうした産業ごとのこの新技術の導入に対する受け止めの違いに着目する必要がある。 

 

 第 1 部においては、新技術の導入に対する最近の動向とその問題点ないし課題について

整理している。 

人間の労働を代替して雇用機会の縮小をもたらすマイナスの側面よりも、業務の効率化

や新事業分野開発への応用など企業経営にプラスの側面が強調されてきたことが大きな特

徴である。とりわけ現下の深刻化する労働力不足に対する有効な補填手段として機能を果

たす事例も増えている。かつての ME化の進展の当時の議論と比較すると、生産性向上など

の有力な手段に位置付けられてきていることは同様であるといえるが、技能スキルの変化

を抜本的に見直すことが不可欠になってきている点が注目される。また、米国との比較では、

我が国の場合、IT情報システムの企業への導入に際してローカル化を図る傾向が強いため、

新技術全体に対する新規投資への姿勢を弱めていることが特徴となっている。（第 1章） 

 人的要素のウエイトが高いサービス産業、とりわけ対人サービス業では、労働者の保有

する知識や経験が提供するサービスの品質を決定されていくことが多い。また顧客満足度

という顧客の心理的要素を抜きにしてサービス提供は完成しないことから、機械によって

代替できない職務の領域も多いといえる。そのため、むしろ人間と機械との併存や分業関係

をどのようにつくり出していくかが大きな課題となる。しかしながら、現状を見ると業務の
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プロセスを見直すことによって簡素合理化の余地があるとともに、付随する事務作業につ

いてもペーパーレス化によって簡略化や削減できることなどから、RPAとの結びつきによっ

て要員の縮小が進められている。これらの実態について外食産業、銀行業、損害保険業への

訪問調査やヒアリングの結果をもとに実態をまとめている。（第 2章） 

 労働組合については、今のところ現場レベルでの問題整理はあまり進んでいない。この問

題の重要性は認識しているものの、人員整理あるいは大規模な配置転換・職種転換のような

事態が起きるなど具体的な議論がないため、新技術が雇用労働に及ぼす影響への危機意識

はまだ薄い。また、我が国の場合は、労働組合が企業別に組織化されていることから、産業・

企業の関心事項が労使の共通課題にもなりやすく、そのために経営戦略としての問題認識

が前面に出てしまい、労働者視点の論議は十分行われているとは必ずしもいえない。この問

題に対する労働組合の対応として、生産性 3原則を再認識するとともに、これに基づいて労

使協議などを今後の対策の柱に据えて取り組もうという動きがある。ただし、生産性 3原則

の解釈は、雇用の安定、労使協議、成果の公正分配のいずれにおいても、新技術導入への対

応であることを前提にしたうえで見直しを行い、今日的な視点からの新たな問題提起を行

う必要がある。（第 3章） 

今後における若干の課題として、現在のところは人間との協業が課題であるが、更に無

人化へと発展していくことも見越した対策の検討が必要であること、心身の負担の軽減な

ど労働者の働きやすさや人材募集などへのプラスの効果が期待されること、労働力不足対

策としては他の方法による生産性向上や外国人など未活用労働力の活用との関連性を考慮

する必要があること、サービス部門や事務管理部門の効率化・合理化に対する有力な手段

として利活用が進んでいることなどをあげている。（第 4章） 

第 2部及び第 3部では、新技術の導入が雇用労働に及ぼす影響に関する議論について、

その産業界や労働界でどのように受け止められているかという点を主題にして、ヒアリン

グや文献研究等を実施したけっかをまとめている。このうち第 2部においては、新技術の

導入に関し、先駆的な事例である電機産業及び農業機器製造の企業と、サービス関連とし

て、外食産業及び損害保険業の企業について、訪問してヒアリングを行った結果を取りま

とめた。また、第 3部においては、新技術導入に対する労働組合の受け止めの実情と今後

の対応方針を把握するため、JAM、損保労連、電機連合、UAゼンセンの４産別の関係者を

交えて、研究会方式でヒアリングと討論を行った。付属資料はその詳細な議事録である。 

 第４部においては、直近の関連文献による論調について、その要点を整理している。 

 


